






当社は、医薬品の製造・販売、及び研究開発活動において様々な知的所有権を使用しており、これら

は当社所有の権利または所有者より使用許諾を受けた権利であります。  

 しかしながら、出願中の特許が登録に至らない可能性や、当社が所有または使用許諾を受けた知的所

有権に優位する知的所有権が第三者によって生み出される可能性があります。また、第三者の知的所有

権の侵害に基づく将来の係争を完全に回避することは困難であり、その結果、当社の業績及び財政状態

に重大な影響を与える可能性があります。 

 更に、当社の業務の過程で生じた特許の発明者の特定や特許法の定める相当な対価の金額の算定が困

難な場合もあり、当社保有の特許に関して社員その他の第三者から何らかの請求が行われる可能性も完

全には否定できず、そのような事態が生じた場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

  

当社の製造するAmitiza®カプセルは、武田薬品工業株式会社の米国子会社に供給されており、また、

製造工程の一部を米国の製造会社に外注委託しております。両取引とも米ドル建を含むことから、同製

品の売上高および製造原価は、米ドル為替相場の影響を受けており、予想以上に為替相場が変動した場

合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

当社は、「個人情報の保護に関する法律」に規定された「個人情報取扱事業者」に該当しており、全

役職員による同法の遵守を目的として平成19年12月１日より「個人情報保護規程」を制定し、あわせ

て、社内情報システムにおける顧客データベースへのアクセス制限、個人情報関連ファイル持出し制限

を行う等の施策を実施しております。 

 しかしながら、不測の事態により、個人情報が外部に漏洩する等の事態が生じた場合、損害賠償の支

払いや当社の信用失墜等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社は平成21年３月31日現在、取締役４名、監査役３名並びに従業員86名と組織が小さく、社内管理

体制もこの規模に応じたものとなっております。今後、事業規模に応じて人員編成を行い、内部管理体

制もこれに合わせて強化させていく予定ですが、事業の拡大や人員の増強に対して適切かつ十分な組織

対応ができなかった場合には、当社の事業遂行及び拡大に制約が生じ、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

当社は、役職員の事業に対する貢献意欲および経営への参加意識を高めるため、新株予約権（以下、

「潜在株式」）を利用したストック・オプション制度を採用しております。 

 当社は、今後もストック・オプションを発行する可能性があり、発行された新株予約権の行使により

発行された新株は、当社株式価値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株価形成に影響

を与える可能性があります。 

 また、「ストック・オプション等に関する会計基準」及び「ストック・オプション等に関する会計基

 ６．その他

(1)知的所有権

(2)外国為替の影響

(3)個人情報保護法

(4)小規模組織

(5)ストック・オプション
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準の適用指針」（企業会計基準委員会）の適用により、今後のストック・オプションの発行に際して

は費用計上が義務付けられているため、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 
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当社は、眼科及び皮膚科等の局所疾患を中心とする医薬品の研究開発・製造・販売プロモーションを

行う製薬企業であり、医薬品の製造販売事業、医薬品の研究開発事業、医薬品の研究開発支援サービス

事業を主たる事業としております。 

  

当社の主力製品であるレスキュラ®点眼液は、緑内障・高眼圧症治療薬として平成６年に厚生省(現

厚生労働省)より、製造販売承認を取得しました。レスキュラ®点眼液は、眼局所及び全身性の副作用が

少なく、１日２回投与で安定した眼圧下降作用をもたらし、また視神経保護作用と眼血流量増加の作用

メカニズムにより、緑内障（正常眼圧緑内障を含む）及び高眼圧症患者の視野を長期に維持する優れた

治療効果を有しています。日本においては、平成16年10月より、眼科領域での豊富な実績と経験を有す

る参天製薬株式会社を通じて医療機関へお届けしております。韓国、台湾においてはアステラス製薬株

式会社に販売を委託しています。米国及びカナダ地域については、平成21年４月にSPA社との間でライ

センスおよび製造供給契約を締結しました。その他の地域については、当社からライセンス許諾を受け

たNovartis Pharma AG社を通じて製造販売が行われています。 

  

Amitiza®カプセルは、SPA社が開発し、平成18年１月に慢性特発性便秘症、平成20年４月に便秘型過

敏性腸症候群について米国食品医薬品局（FDA）から販売承認を取得しております。当社は、SPA社より

Amitiza®カプセル製造権を取得し、当該権利に基づき、米国及びカナダでの同製品の販売権を有する武

田薬品工業株式会社へ製品供給を行っております。Amitiza®カプセルは、イオンチャンネルオープナー

として作用し、処方上の使用制限も少ないという優れた特性と効能をもっております。 

 なお、北米以外の地域におけるAmitiza®カプセルの開発は、SPE社が英国、ドイツ他ヨーロッパ11カ

国に対する承認申請（慢性特発性便秘症治療薬）を行っており、当社は平成20年10月に英国医薬品庁

（MHRA）よりEU向け製造所としての認可を取得しております。日本においてはSPL社が開発を行ってお

り、第Ⅱ相臨床試験が終了しております。 

  

当社は、眼科分野を中心とする局所系疾患を対象とした医療用医薬品の開発に力を注いでおり、自社

で特許を保有する化合物の他、製薬企業からのライセンスを受けた開発候補物質について、医薬品の研

究開発を進めております。 

 専務取締役兼メディカルディレクターの真島行彦医学博士を中心に、「Physicians Oriented New 

Drug Innovation 」（臨床医による新薬開発）をテーマとし、眼科領域における高い専門性を活かし

て、これまで有効な治療薬のない眼科疾患をターゲットに新薬の開発を進めています。自社開発に留ま

らず、大学や研究機関、ベンチャー企業で生まれた有望なアイデアを迅速かつ効率的に事業化し、新し

い市場の開拓をめざしております。開発にあたっては、米国を中心に国内外の大学との共同研究や委託

研究を積極的に展開しています。現在レスキュラ®点眼液の適応症拡大を目的とした研究、ドライアイ

治療薬、網膜疾患を対象とする治療薬、及び育毛剤の開発をテーマとした研究に取り組んでおります。

2. 企業集団の状況

（1）医薬品の製造販売事業

 ①レスキュラ®点眼液

 ②Amitiza®カプセル

（2）医薬品の研究開発
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医薬品の研究開発事業における開発ステージ 

  

 

  

新規医薬品の開発を目指すベンチャー企業や、製薬会社の研究部門に対して医薬品の開発支援を行う

事業です。具体的には、非臨床試験の立案や自社施設を利用しての非臨床試験の実施、治験薬の製造供

給、医薬品承認申請用データ取得及び承認申請用資料作成を行います。治験薬製造を通じて取得した製

造ノウハウを活用して製品の商業生産の立上げや製品供給を行う等、効果的で息の長い業務提携を通じ

てパートナー企業を総合的に支援します。当社の医薬品製造設備は日本、米国だけでなくヨーロッパ市

場に向けた医薬品開発、製造にも対応可能で、医薬品のすべての開発ステージにおいて提携先との様々

なコラボレーションが可能です。 

 SPA社が開発し、米国食品医薬品局（FDA）から販売承認を取得したAmitiza®カプセルは、当社が開発

支援を行った医療用医薬品です。当社は開発の初期段階から研究開発支援を行い、治験薬製造等を通じ

て培われた独自の技術を活かして効率的な製造方法を開発しました。平成17年９月には、FDAから

Amitiza®カプセルの製造所としての認可を取得し、平成18年２月より同製品の商業生産を開始し、SPA

社より販売委託を受けている武田薬品工業株式会社へ最終包装済製品を供給しております。現在、SPA

社が進めるAmitiza®カプセルのモルヒネ性便秘症への適応症拡大、SPE社によるヨーロッパでの慢性特

発性便秘症の承認申請及びSPL社による日本での臨床試験に関する研究開発支援サービスを受託してお

ります。 

  

（3）医薬品の研究開発支援サービス事業
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医薬品の研究開発支援サービスにおける受託化合物の開発ステージ 

 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

㈱アールテック・ウエノ（4573）平成21年３月期決算短信（非連結）

16



当社の基本方針は、優れた医薬品を効率的に開発し、医療現場に迅速にお届けするという使命達成の

ため、以下の方針のもと、業務に取り組んでおります。 

①ベンチャー精神を忘れず、革新的なアイデアを源泉とした、効率的かつ迅速な医薬品開発を行い 

 ます。  

②化合物に関する豊富な知識や、蓄積された製造ノウハウを活用して、付加価値の高い製造部門の 

 育成をはかります。  

③眼科疾患や自社製品の最新情報を医療関係者にお届けすることを通じて、人々の健康と生活の質 

 の向上に貢献していきます。  

④医薬品ビジネスは国境を越えてダイナミックに変化しています。海外企業や研究機関との連携を 

 深め、常にグローバルな視点に立ちビジネスを展開していきます。  

⑤実力本位な人事制度のもと、常に優れた人材を確保し、少数精鋭のプロフェッショナル集団によ 

 る活力に溢れた会社を目指します。 

  

 これらの方針を基に、革新的なアイデアを源泉とした効率的かつ迅速な医薬品開発を通じて、医療の

進歩を推進し、社会貢献を果たすなかで更に企業価値の向上に努めてまいります。 

  

医薬品製造販売事業においては、今後もスケールアップの実施や、製法改良などに積極的に取組むこ

とで、売上高に対する原価率を段階的に引下げる努力を続けます。また当社が掲げる効率的かつ迅速な

医薬品開発の実現のために、売上高に対する研究開発費の比率をおおよそ25％以下と定め、開発のステ

ージに応じた適切な予算管理を実施してまいります。 

  

主力製品であるレスキュラ®点眼液の販売及びAmitiza®カプセルの受託製造から得られる安定的な収

益を有効活用し、自社オリジナルの開発を推進し、新たな収益源となる製品に育てることにより中長期

的な成長を目指しております。具体的な研究テーマは以下のとおりです。 

1) レスキュラ®点眼液 ：網膜色素変性症への効能追加 

2) 眼科領域      ：ドライアイ・糖尿病網膜症・加齢性黄斑変性の治療薬 

3) 皮膚科領域     ：育毛剤 

  

 医薬品の研究開発支援サービス事業においても、当社が得意とする精密有機合成技術や無菌製剤製造

技術を活用して、創薬ベンチャーなどのパートナー企業を中長期に支援することで、将来の医薬品製造

販売事業に結びつけたいと考えております。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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有用性の高い医薬品を継続的に生み出していくためには、研究開発体制の強化が重要な課題であると

考えております。従来から当社の中心となってきた研究開発経験の豊富な役職員だけに頼るのではな

く、外部からの優秀な人材の獲得とその育成を進めてまいります。また、開発ステージの進捗に伴い、

臨床部門についても人材の獲得、育成と体制強化を進めてまいります。 

  

製薬企業として当社が成長していくためには、開発パイプライン(注１)の充実が不可欠と考えており

ます。これまで培われてきた眼科分野における医薬品開発と臨床現場における経験から、将来の眼科医

療にとって真に必要とされる有望な医薬品シードの探索を、疾患の作用機序の見地や分子生物学的なア

プローチ（注２）を用いて行います。研究開発への投資は大きなリスクが伴うことから、開発の着手及

び進捗段階ごとに意思決定のためのクライテリアを設定し、定期的に見直しを行いながら、質の高いパ

イプラインの育成を行ってまいります。 

  

（注１） 開発パイプライン：製薬会社における開発中の製品候補化合物をさします。 

 (注２)  分子生物学的アプローチ：生物や生命のしくみを分子レベルでとらえ、コンピュータによる分子設計など 

 を活用して医薬品開発を行うアプローチ。 

  

医薬品としての承認を受けたレスキュラ®点眼液やAmitiza®カプセルの既存製品については、安定供

給を継続しつつ、製剤処方改良、製造方法及び包装技術の向上を通じて、コストの低減を図り、収益性

の高い製品に育てることを課題と位置付けております。 

  

当社の主力製品であるレスキュラ®点眼液は、眼科分野において豊富な販売経験を有する参天製薬株

式会社に日本における販売権を許諾しております。しかしながら、製品のライフサイクルマネージメン

トを意識した効果的なマーケティング活動の実践のためには、開発オリジネーターである当社からの質

の高い製品情報の発信と、その情報を正確に伝える活動が不可欠と考えております。当社は国内全７地

域に学術部員を配置し、参天製薬株式会社と協働した販売活動を実施しておりますが、レスキュラ点眼

液の製品価値の最大化、将来における当社開発品の販売のためには、更なる販売体制の強化が課題であ

ると考えております。 

特記すべき事項はありません。 

  

(4) 会社の対処すべき課題

 ①研究開発体制の強化

 ②開発パイプラインの充実

 ③生産体制の効率化

 ④販売体制の構築

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4. 財務諸表

(1)【貸借対照表】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 2,160,574 2,387,277 

売掛金 475,823 302,690 

製品 34,707 78,038 

半製品 56,009 － 

原材料 516,516 － 

仕掛品 1,670,525 1,128,030 

貯蔵品 5,022 － 

原材料及び貯蔵品 － 686,231 

前渡金 101,555 233,742 

前払費用 90,742 305,188 

繰延税金資産 84,184 20,922 

立替金 38 651 

その他 8,767 59,095 

流動資産合計 5,204,466 5,201,869 

固定資産 

有形固定資産 

建物 441,075 465,875 

減価償却累計額 △147,302 △171,102 

建物（純額） 293,772 294,773 

構築物 32,932 32,932 

減価償却累計額 △30,381 △30,979 

構築物（純額） 2,551 1,952 

機械及び装置 426,383 709,080 

減価償却累計額 △255,903 △351,327 

機械及び装置（純額） 170,480 357,753 

工具、器具及び備品 613,521 676,502 

減価償却累計額 △374,652 △497,017 

工具、器具及び備品（純額） 238,869 179,485 

リース資産 － 17,078 

減価償却累計額 － △2,266 

リース資産（純額） － 14,812 

建設仮勘定 6,700 47,917 

有形固定資産合計 712,373 896,693 

無形固定資産 

商標権 159,816 137,516 

ソフトウエア 40,792 38,302 

その他 374 374 

無形固定資産合計 200,983 176,193 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※1 1,991,897 ※1 1,496,432 

敷金及び保証金 70,290 70,240 

その他 3,187 2,080 

投資その他の資産合計 2,065,375 1,568,753 

固定資産合計 2,978,733 2,641,641 

資産合計 8,183,199 7,843,510 

負債の部 

流動負債 

買掛金 177,270 196,250 

リース債務 － 3,586 

未払金 192,551 139,975 
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未払費用 24,667 40,782 

未払法人税等 1,067,656 87,039 

前受金 448,091 288,053 

役員賞与引当金 8,900 － 

その他 9,447 7,496 

流動負債合計 1,928,584 763,185 

固定負債 

長期借入金 500,000 500,000 

リース債務 － 10,975 

繰延税金負債 574,374 300,018 

役員退職慰労引当金 48,332 53,982 

執行役員退職慰労引当金 1,072 4,833 

固定負債合計 1,123,779 869,810 

負債合計 3,052,363 1,632,995 

純資産の部 

株主資本 

資本金 257,105 653,987 

資本剰余金 

資本準備金 196,905 593,787 

資本剰余金合計 196,905 593,787 

利益剰余金 

利益準備金 14,540 14,540 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 3,512,832 4,092,855 

利益剰余金合計 3,527,372 4,107,395 

株主資本合計 3,981,382 5,355,169 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 1,149,453 855,345 

評価・換算差額等合計 1,149,453 855,345 

純資産合計 5,130,835 6,210,515 

負債純資産合計 8,183,199 7,843,510 
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

売上高 6,332,816 5,993,699 

売上原価 

製品期首たな卸高 32,143 34,707 

当期製品製造原価 2,010,888 2,136,985 

合計 2,043,032 2,171,693 

製品期末たな卸高 34,707 78,038 

売上原価合計 2,008,324 2,093,654 

売上総利益 4,324,491 3,900,045 

販売費及び一般管理費 

役員報酬 91,780 92,899 

給料及び手当 185,647 190,904 

役員賞与引当金繰入額 8,900 － 

役員退職慰労引当金繰入額 16,624 13,712 

執行役員退職慰労引当金繰入額 660 2,580 

支払手数料 160,089 178,908 

減価償却費 10,822 20,007 

研究開発費 ※1 757,360 ※1 1,651,588 

その他 284,785 280,877 

販売費及び一般管理費合計 1,516,668 2,431,479 

営業利益 2,807,822 1,468,565 

営業外収益 

受取利息 14,688 5,458 

その他 807 624 

営業外収益合計 15,496 6,083 

営業外費用 

支払利息 25,621 7,329 

為替差損 83,751 32,124 

株式交付費 － 3,241 

営業外費用合計 109,373 42,695 

経常利益 2,713,945 1,431,952 

特別利益 

投資有価証券売却益 781,085 － 

抱合せ株式消滅差益 23,544 － 

特別利益合計 804,629 － 

特別損失 

固定資産除却損 ※2 113 ※2 16,042 

特別損失合計 113 16,042 

税引前当期純利益 3,518,461 1,415,909 

法人税、住民税及び事業税 1,464,904 489,523 

法人税等調整額 △16,771 △9,737 

法人税等合計 1,448,133 479,786 

当期純利益 2,070,328 936,123 
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 257,105 257,105 

当期変動額 

新株の発行 － 396,882 

当期変動額合計 － 396,882 

当期末残高 257,105 653,987 

資本剰余金 

資本準備金 

前期末残高 196,905 196,905 

当期変動額 

新株の発行 － 396,882 

当期変動額合計 － 396,882 

当期末残高 196,905 593,787 

資本剰余金合計 

前期末残高 196,905 196,905 

当期変動額 

新株の発行 － 396,882 

当期変動額合計 － 396,882 

当期末残高 196,905 593,787 

利益剰余金 

利益準備金 

前期末残高 14,540 14,540 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 14,540 14,540 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

前期末残高 1,774,864 3,512,832 

当期変動額 

剰余金の配当 △332,360 △356,100 

当期純利益 2,070,328 936,123 

当期変動額合計 1,737,968 580,023 

当期末残高 3,512,832 4,092,855 

利益剰余金合計 

前期末残高 1,789,404 3,527,372 

当期変動額 

剰余金の配当 △332,360 △356,100 

当期純利益 2,070,328 936,123 

当期変動額合計 1,737,968 580,023 

当期末残高 3,527,372 4,107,395 

株主資本合計 

前期末残高 2,243,414 3,981,382 

当期変動額 

新株の発行 － 793,764 

剰余金の配当 △332,360 △356,100 

当期純利益 2,070,328 936,123 

当期変動額合計 1,737,968 1,373,787 

当期末残高 3,981,382 5,355,169 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 △195 1,149,453 

当期変動額 

㈱アールテック・ウエノ（4573）平成21年３月期決算短信（非連結）

22



株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,149,649 △294,107 

当期変動額合計 1,149,649 △294,107 

当期末残高 1,149,453 855,345 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 △195 1,149,453 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,149,649 △294,107 

当期変動額合計 1,149,649 △294,107 

当期末残高 1,149,453 855,345 

純資産合計 

前期末残高 2,243,218 5,130,835 

当期変動額 

新株の発行 － 793,764 

剰余金の配当 △332,360 △356,100 

当期純利益 2,070,328 936,123 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,149,649 △294,107 

当期変動額合計 2,887,617 1,079,679 

当期末残高 5,130,835 6,210,515 
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益 3,518,461 1,415,909 

減価償却費 218,306 278,037 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1,600 △8,900 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,224 5,650 

執行役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,072 3,761 

受取利息及び受取配当金 △14,688 △5,458 

支払利息 25,621 7,329 

為替差損益（△は益） 121,199 21,579 

投資有価証券売却損益（△は益） △781,085 － 

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △23,544 － 

売上債権の増減額（△は増加） △182,187 173,133 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,141,236 390,480 

前渡金の増減額（△は増加） △97,015 △132,186 

前払費用の増減額（△は増加） － △214,446 

仕入債務の増減額（△は減少） △113,771 18,980 

未払金の増減額（△は減少） △49,450 8,181 

未払費用の増減額（△は減少） 5,326 16,127 

前受金の増減額（△は減少） △245,820 △160,037 

長期前受金の増減額（△は減少） △315,000 － 

その他 △19,511 △60,023 

小計 913,300 1,758,117 

利息及び配当金の受取額 14,749 5,458 

利息の支払額 △32,613 △7,342 

法人税等の支払額 △780,070 △1,461,006 

営業活動によるキャッシュ・フロー 115,366 295,227 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △307,854 △468,072 

無形固定資産の取得による支出 △30,052 △13,215 

投資有価証券の売却による収入 795,039 － 

貸付金の回収による収入 10,000 － 

その他 26 50 

投資活動によるキャッシュ・フロー 467,159 △481,238 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入れによる収入 － 300,000 

短期借入金の返済による支出 － △300,000 

リース債務の返済による支出 － △3,370 

長期借入金の返済による支出 △2,000,000 － 

株式の発行による収入 － 769,575 

配当金の支払額 △332,360 △356,100 

ストックオプションの行使による収入 － 24,189 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,332,360 434,293 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △121,199 △21,579 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,871,033 226,703 

現金及び現金同等物の期首残高 3,933,606 2,160,574 

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 98,001 － 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,160,574 ※1 2,387,277 
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該当事項はありません。 

  

(5) 継続企業の前提に関する注記
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   重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 有価証券の評価基準 

  及び評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの

その他有価証券

 時価のあるもの

 期末日の市場価格等に基づく時価法を

採用しております。なお、時価による評

価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定し

ております。

    同左

２ たな卸資産の評価基 

  準及び評価方法

（1）製品・半製品・原材料・仕掛品

 主として総平均法による原価法を採
 用しております。

（1）製品・原材料・仕掛品

 主として総平均法による原価法（貸
 借対照表価額は収益性の低下による簿 
 価切下げの方法により算定）を採用し 
 ております。

（2）貯蔵品

 個別法による原価法を採用しており
 ます。

（2）貯蔵品

 同左
 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９号

平成18年７月５日公表分）を適用してお

ります。 

 なお、この変更による当事業年度の損

益に与える影響はありません。

３ 固定資産の減価償却 

  の方法

（1）有形固定資産

 定率法によっております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物（建

物付属設備は除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法によっております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物（建

物付属設備は除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

 建物        2～34年 

 構築物       4～9年 

 機械及び装置    2～12年 

 工具、器具及び備品 2～15年

 建物        2～34年 

 構築物        4～9年 

 機械及び装置    2～8年 

 工具、器具及び備品 2～15年 

 

（会計方針の変更） 

 当事業年度から、平成19年度の法人税

法の改正に伴い、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。 

 なお、この変更による当事業年度の損

益に与える影響は軽微であります。 

（追加情報） 

 当事業年度から、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産については、

償却可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法によって

おります。 

 なお、この変更による当事業年度の損

益に与える影響は軽微であります。

（2）無形固定資産
定額法によっております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりで
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あります。 あります。

 商標権       10年 

 自社利用の 

 ソフトウエア     5年

 商標権       10年 

 自社利用の 

 ソフトウエア     5年

（3）  ――――――――

  
  
 
 

（4）長期前払費用

均等償却によっております。

（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額
をゼロとして算定する方法によっており
ます。

（4）長期前払費用

同左

４ 外貨建の資産及び負 

  債の本邦通貨への換 

  算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。

同左

５ 引当金の計上基準 （1）役員賞与引当金

 役員賞与の支給に備えるため、支給見

込額に基づき当事業年度の負担額を計上

しております。

（1）役員賞与引当金

 役員賞与の支給に備えるため、支給見

込額に基づき当事業年度の負担額を計上

しております。 

 なお、当事業年度においては、支給見

込み額がないため、計上しておりませ

ん。

（2）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

（2）役員退職慰労引当金 

  同左

（3）執行役員退職慰労引当金 

 執行役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

（3）執行役員退職慰労引当金 

 執行役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

（追加情報） 

 当事業年度より執行役員制度を導入

し、「執行役員退職慰労金規程」を制定

したことに伴い、同規程に基づく期末要

支給額を執行役員退職慰労引当金として

計上しております。 

なお、これによる当事業年度の損益に与

える影響は軽微であります。

６ リース取引の処理方 

    法

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

  同左

７ キャッシュ・フロー 

  計算書における資金 

  の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

  同左

８ その他財務諸表作成 

  のための基本となる 

  重要な事項

 消費税等の会計処理 

  消費税および地方消費税の会計処理 

  は、税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理 

  同左 
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   会計方針の変更

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

―――――――――――――――――

（リース取引に関する会計基準）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年1月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年3月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。 

 なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響

は軽微であります。
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 表示方法の変更

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（貸借対照表）

―――――――――――

（貸借対照表）

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年8月7日内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度におい

て、「製品」「半製品」として掲記されていたものは、

当事業年度から「製品」と一括して掲記しております。

また、前事業年度において、「原材料」「貯蔵品」とし

て掲記されていたものは、当事業年度から「原材料及び

貯蔵品」と一括して掲記しております。 

 

（損益計算書） 

 前事業年度まで独立科目で掲記していた「業務委託

費」（当事業年度1,273千円）は、金額が僅少となった

ため、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示

することに変更しました。

（損益計算書） 

 

 

―――――――――――

（キャッシュ・フロー計算書） 

 前事業年度まで「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に含めておりました「前渡金の増減額

（△は増加）」（前事業年度2,348千円）は、重要性が

増したため、当事業年度より区分掲記することに変更し

ました。 

 

（キャッシュ・フロー計算書） 

 前事業年度まで「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に含めておりました「前払費用の増減

額（△は増加）」（前事業年度△18,576千円）は、重要

性が増したため、当事業年度より区分掲記することに変

更しました。 

 

㈱アールテック・ウエノ（4573）平成21年３月期決算短信（非連結）

29



  

 
  

  

(6) 注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

※１ 投資有価証券

 全て Sucampo Pharmaceuticals，Inc．（以下「SPI
社」という）のＡ種普通株式であります。SPI社の発行
するＡ種普通株式は米国NASDAQ市場に上場されており
ますが、当社が当該株式を処分する場合には米国証券
取引法上の規制の適用対象となるため、売却数量等に
ついて制限をうけることになります。

※１ 投資有価証券

同左

 ２ 貸出コミットメントライン契約

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀
行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま
す。当事業年度末における貸出コミットメントに係る
借入未実行残高等は以下のとおりであります。 
 

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引：借入未実行残高 3,000,000千円

 ２ 貸出コミットメントライン契約

同左
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 研究開発費の総額

  一般管理費に含まれる研究開発費 

             757,360千円

※２ 固定資産除却損のうち主なものは、次のとおり
  であります。

※１ 研究開発費の総額

  一般管理費に含まれる研究開発費 

            1,651,588千円

※２ 固定資産除却損のうち主なものは、次のとおり
  であります。

 

工具、器具及び備品 113千円

計 113千円

 

建物 9,000千円

工具、器具及び備品 42千円

原状回復費用 7,000千円

計 16,042千円
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前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

  

 
  

  該当事項はありません。 

  

  

 
  

 
  

  平成20年6月27日開催の第19回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 47,480 － － 47,480

２ 自己株式に関する事項

３ 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
(千円)

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

ストック・オプションとしての 
第１回新株予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプションとしての 
第２回新株予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプションとしての 
第３回新株予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプションとしての 
第４回新株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―

４ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会 普通株式 332,360 7,000 平成19年３月31日 平成19年６月28日

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 356,100 7,500 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

  

 
（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

  公募増資による増加           1,340株 

  第三者割当増資による増加         315株 

  新株予約権の権利行使による増加       87株 

  

  該当事項はありません。 
  

 
  

  

 
  

  平成21年6月26日開催の第20回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

 
  

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 47,480 1,742 － 49,222

２ 自己株式に関する事項

３ 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
(千円)

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

ストック・オプションとしての第１
回新株予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプションとしての第２
回新株予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプションとしての第３
回新株予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプションとしての第４
回新株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―

４ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会 普通株式 356,100 7,500 平成20年３月31日 平成20年６月30日

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 319,943 6,500 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

 現金及び預金 2,160,574千円

現金及び現金同等物 2,160,574千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

 現金及び預金 2,387,277千円

現金及び現金同等物 2,387,277千円
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

―――――――――――――――――

 ファイナンス・リース取引

（借主側）

（1）リース資産の内容

・有形固定資産
  主として、研究開発事業における臨床試験設備

 （工具、器具及び備品）であります。 
 
（2）リース資産の減価償却の方法
 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとし

 て算定する方法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっており、その内容は以下のとおりであ
ります。

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

   

 

工具、器具

及び備品
合計

(千円) (千円)

取得価額 

相当額
13,530 13,530

減価償却累計額 

相当額
2,706 2,706

期末残高 

相当額
10,824 10,824

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
  有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた 
  め、支払利子込み法により算定しております。

    （2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 2,706千円

１年超 8,118千円

合計 10,824千円

    
（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
  ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め 
    る割合が低いため、支払利子込み法により算定し 
    ております。

（3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2,706千円

減価償却費相当額 2,706千円

   （4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと
     して算定する方法によっております。
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１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

  

  その他有価証券で時価のあるもの 

  

(有価証券関係)

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額 
（千円）

差額 
（千円）

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

（1）株式 55,486 1,991,897 1,936,411

（2）債券 ― ― ―

（3）その他 ― ― ―

小計 55,486 1,991,897 1,936,411

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

（1）株式 ― ― ―

（2）債券 ― ― ―

（3）その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 55,486 1,991,897 1,936,411

売却額 
（千円）

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
（千円）

 795,039 781,085 ―

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額 
（千円）

差額 
（千円）

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

（1）株式 55,486 1,496,432 1,440,946

（2）債券 ― ― ―

（3）その他 ― ― ―

小計 55,486 1,496,432 1,440,946

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

（1）株式 ― ― ―

（2）債券 ― ― ―

（3）その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 55,486 1,496,432 1,440,946
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当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)
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(退職給付関係)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要
  当社は確定拠出型年金制度として、中小企業退職
 金共済制度に加入しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  同左

２ 退職給付債務に関する事項

  中小企業退職金共済制度は確定拠出型年金である
 ため、当社の退職給付債務はありません。

２ 退職給付債務に関する事項

  同左

３ 退職給付費用に関する事項

  勤務費用             19,704千円
  中小企業退職金共済制度に対する掛金拠出額を退
 職給付費用としております。

３ 退職給付費用に関する事項

 勤務費用             22,307千円
 中小企業退職金共済制度に対する掛金拠出額を退

 職給付費用としております。
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１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

  （1）ストック・オプションの内容 

 
   
  （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
  

(ストック・オプション等関係)

 前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）

決議年月日

平成16年６月25日
定時株主総会

平成18年２月17日
臨時株主総会

平成18年６月29日
定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の
区分及び人数

当社役員６名、従業員
34名、パートタイム勤
務者15名

当社役員４名、当社従
業員２名

当社役員２名、従業員
４名

当社役員３名、従業員
２名

株式の種類及
び付与数

普通株式  110株 普通株式 78株 普通株式 824株 普通株式  134株

付与日 平成16年７月１日 平成16年７月１日 平成18年２月20日 平成18年７月１日

権利確定条件

権利行使時において
も、当社の取締役、監
査役、従業員又はパー
トタイム勤務者である
ことを要す。但し、任
期満了による退任によ
り取締役若しくは監査
役の地位を喪失した
者、又は会社都合によ
る退職により地位を喪
失した従業員若しくは
パートタイム勤務者
は、当社の株式新規公
開の後において、かつ
その地位喪失後１ヶ月
以内に限り、新株予約
権を行使することがで
きる。

権利行使時において
も、当社の取締役若し
くは監査役、又は従業
員であることを要す。
但し、任期満了による
退任により取締役若し
くは監査役の地位を喪
失した者、又は会社都
合による退職により地
位を喪失した従業員
は、当社の株式新規公
開の後において、かつ
その地位喪失後１ヶ月
以内に限り、新株予約
権を行使することがで
きる。

権利行使時において
も、当社の取締役若し
くは監査役、又は従業
員であることを要す。
但し、任期満了による
退任により取締役若し
くは監査役の地位を喪
失した者、又は会社都
合による退職により地
位を喪失した従業員
は、当社の株式新規公
開の後において、かつ
その地位喪失後１ヶ月
以内に限り、新株予約
権を行使することがで
きる。

権利行使時において
も、当社の取締役若し
くは監査役、又は従業
員であることを要す。
但し、任期満了による
退任により取締役若し
くは監査役の地位を喪
失した者、又は会社都
合による退職により地
位を喪失した従業員
は、当社の株式新規公
開の後において、かつ
その地位喪失後30日以
内に限り、新株予約権
を行使することができ
る。

対象勤務期間
該当事項はありませ
ん。

同左 同左 同左

権利行使期間

自 平成18年６月25日 
（若しくは株式新規 
 公開のいずれか遅い 
 方の日） 
至 平成26年６月25日

自 平成18年６月25日
至 平成26年６月25日

自 平成20年２月17日
至 平成28年２月16日

自 平成20年６月29日
至 平成28年６月28日

決議年月日

平成16年６月25日
定時株主総会

平成18年２月17日
臨時株主総会

平成18年６月29日
定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利確定前

 前事業年度末（株） 92 ― 824 134

 付与（株） ― ― ― ―

 失効（株） 4 ― ― ―

 権利確定（株） ― ― 824 ―

 未確定残（株） 88 ― ― 134

権利確定後

 前事業年度末（株） ― 78 ― ―

 権利確定（株） ― ― 824 ―

 権利行使（株） ― ― ― ―

 失効（株） ― ― ― ―

 未行使残（株） ― 78 824 ―
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②単価情報 

 
  

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

ストック・オプションの付与日時点において、当社は株式を証券取引所に上場していないことから、

ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっておりま

す。 

 また、単位当たりの本源的価値の見積方法は、DCF法によっております。 

  

３. ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法

を採用しております。 

  

４．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の

合計額及び権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

① 当事業年度末における本源的価値の合計額           ― 千円 

 ② 当事業年度において権利行使されたストック・オプションの 

   権利行使日における本源的価値の合計額            ― 千円 

  

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

  （1）ストック・オプションの内容 

決議年月日

平成16年６月25日
定時株主総会

平成18年２月17日
臨時株主総会

平成18年６月29日
定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

 権利行使価格（円） 263,000 263,000 590,000 590,000

 行使時平均株価（円） ― ― ― ―

 公正な評価単価（円） ― ― ― ―

 当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）

決議年月日

平成16年６月25日
定時株主総会

平成18年２月17日
臨時株主総会

平成18年６月29日
定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

付与対象者の
区分及び人数

当社役員６名、従業員
34名、パートタイム勤
務者15名

当社役員４名、当社従
業員２名

当社役員２名、従業員
４名

当社役員３名、従業員
２名

株式の種類及
び付与数

普通株式  110株 普通株式 78株 普通株式 824株 普通株式  134株

付与日 平成16年７月１日 平成16年７月１日 平成18年２月20日 平成18年７月１日

権利確定条件

権利行使時において
も、当社の取締役、監
査役、従業員又はパー
トタイム勤務者である
ことを要す。但し、任
期満了による退任によ
り取締役若しくは監査
役の地位を喪失した
者、又は会社都合によ
る退職により地位を喪
失した従業員若しくは
パートタイム勤務者
は、当社の株式新規公
開の後において、かつ

権利行使時において
も、当社の取締役若し
くは監査役、又は従業
員であることを要す。
但し、任期満了による
退任により取締役若し
くは監査役の地位を喪
失した者、又は会社都
合による退職により地
位を喪失した従業員
は、当社の株式新規公
開の後において、かつ
その地位喪失後１ヶ月
以内に限り、新株予約

権利行使時において
も、当社の取締役若し
くは監査役、又は従業
員であることを要す。
但し、任期満了による
退任により取締役若し
くは監査役の地位を喪
失した者、又は会社都
合による退職により地
位を喪失した従業員
は、当社の株式新規公
開の後において、かつ
その地位喪失後１ヶ月
以内に限り、新株予約

権利行使時において
も、当社の取締役若し
くは監査役、又は従業
員であることを要す。
但し、任期満了による
退任により取締役若し
くは監査役の地位を喪
失した者、又は会社都
合による退職により地
位を喪失した従業員
は、当社の株式新規公
開の後において、かつ
その地位喪失後30日以
内に限り、新株予約権
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  （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
  

②単価情報 

 
  

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

ストック・オプションの付与日時点において、当社は株式を証券取引所に上場していないことから、

ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっておりま

す。 

 また、単位当たりの本源的価値の見積方法は、DCF法によっております。 

  

３. ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法

を採用しております。 

  

４．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の

その地位喪失後１ヶ月
以内に限り、新株予約
権を行使することがで
きる。

権を行使することがで
きる。

権を行使することがで
きる。

を行使することができ
る。

対象勤務期間
該当事項はありませ
ん。

同左 同左 同左

権利行使期間

自 平成18年６月25日 
（若しくは株式新規 
 公開のいずれか遅い 
 方の日） 
至 平成26年６月25日

自 平成18年６月25日
至 平成26年６月25日

自 平成20年２月17日
至 平成28年２月16日

自 平成20年６月29日
至 平成28年６月28日

決議年月日

平成16年６月25日
定時株主総会

平成18年２月17日
臨時株主総会

平成18年６月29日
定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利確定前

 前事業年度末（株） 88 ― ― 134

 付与（株） ― ― ― ―

 失効（株） ― ― ― ―

 権利確定（株） 88 ― ― 134

 未確定残（株） ― ― ― ―

権利確定後

 前事業年度末（株） ― 78 824 ―

 権利確定（株） 88 ― ― 134

 権利行使（株） 64 19 2 2

 失効（株） 2 ― ― ―

 未行使残（株） 22 59 822 132

決議年月日

平成16年６月25日
定時株主総会

平成18年２月17日
臨時株主総会

平成18年６月29日
定時株主総会

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

 権利行使価格（円） 263,000 263,000 590,000 590,000

 行使時平均株価（円） 1,492,852 868,000 920,500 487,000

 公正な評価単価（円） ― ― ― ―
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合計額及び権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

① 当事業年度末における本源的価値の合計額           ― 千円 

 ② 当事業年度において権利行使されたストック・オプションの 

   権利行使日における本源的価値の合計額            ― 千円 
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(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 ①流動資産

   未払事業税 77,696千円

   未払金 1,219千円

   未払費用 5,166千円

   その他 101千円

計 84,184千円

 ②固定資産

   研究開発費否認 97,629千円

   減損損失 94,875千円

   役員退職慰労引当金 19,642千円

   その他 435千円

   繰延税金負債(固定)との相殺 △212,582千円

計 ― 千円

繰延税金資産合計 84,184千円  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳
(繰延税金資産)
①流動資産

  未払事業税 8,634千円

  未払費用 5,773千円

  固定資産除却損否認 6,502千円

  その他 12千円

計 20,922千円

②固定資産

  研究開発費否認 184,053千円

  減損損失 77,625千円

  役員退職慰労引当金 21,938千円

  その他 1,964千円

  繰延税金負債(固定)との相殺 △285,582千円

計 ― 千円

繰延税金資産合計 20,922千円

(繰延税金負債)

  固定負債

   その他有価証券評価差額金 786,957千円

   繰延税金資産(固定)との相殺 △212,582千円

繰延税金負債合計 574,374千円

  差引：繰延税金負債の純額 490,190千円

(繰延税金負債)

 固定負債

  その他有価証券評価差額金 585,600千円

  繰延税金資産(固定)との相殺 △285,582千円

繰延税金負債合計 300,018千円

 差引：繰延税金負債の純額 279,096千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
  担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
  担率との差異の原因となった主な項目別の内訳  
 
法定実効税率 40.6％

(調整)

研究開発費税額控除 △8.4％

留保金課税 1.1％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.9％
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

 (持分法損益等)

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)
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株式会社上野新薬開発（休眠会社であるため事業は行なっておりません。） 

株式会社アールテック・ウエノを存続会社、完全子会社である株式会社上野新薬開発を消滅会社とす

る吸収合併 

株式会社アールテック・ウエノ 

休眠子会社の整理統合を目的として、当社を存続会社とする吸収合併により平成19年４月１日に株式

会社上野新薬開発は消滅しております。 

  

株式会社上野新薬開発の資産及び負債は、合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により受入れてお

ります。なお、当社が保有していた株式会社上野新薬開発の株式の帳簿価額と、受入れた資産及び負債の

適正な帳簿価額との差額については、抱合せ株式消滅差益として特別利益に計上しております。 

  

該当事項はありません。 

(企業結合等関係)

  前事業年度（自  平成19年４月１日  至  平成20年３月31日）

   （共通支配下の取引等）

１ 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業の名称又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

(2) 企業結合の法的形式

(3) 結合後企業の名称

(4) 取引の目的を含む取引の概要

２ 実施した会計処理の概要

  当事業年度（自  平成20年４月１日  至  平成21年３月31日）
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 上記の金額のうち、取引金額及び保証金の期末残高には消費税等が含まれておらず、その他の期末残高には消費税
等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注１）当社の主要株主である上野隆司氏・久能祐子氏が、議決権の94.9%を間接的に保有しております。 

 (注２）当社の主要株主である上野隆司氏及びその近親者が、議決権の52.1%を直接に、議決権の47.9％を間接に保

有しております。 

 (注３）業務の受託に当たっては、一般の取引価格を参考に業務の内容を勘案の上、報酬額を決定しております。 

 (注４）不動産の賃借については、不動産鑑定評価による価格を参考に決定しております。 

 (注５）ＣＲＯ業務とは、医薬品の研究開発支援サービスのことを意味しております。 

  

(関連当事者情報)

前事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

  役員及び個人主要株主等

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

Sucampo 
Pharma-
ceuticals,Inc.
（注1）

米国メリ
ーランド
州

417,000
USD

医薬品の研
究開発及び
販売

（所有）
直接 
0.9

―
業務の受
託

CRO業務の受
託 
（注3） 
（注5）

227,928

売掛金 33,115

前受金 133,091

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

Sucampo 
Pharma 
Europe Ltd. 
（注1）

英国オッ
クスフォ
ード州

5,000
GBP

医薬品の研
究開発

― ―
業務の受
託

CRO業務の受
託 
（注3） 
（注5）

38,999 ― ―

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

株式会社ス
キャンポフ
ァーマ 
（注1）

大阪市 
北区

99,000
医薬品の研
究開発

― ―
業務の委
受託

CRO業務の受
託 
（注3） 
（注5）

23,784 ― ―

主要株主
（個人）
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
所有する
会社

上野製薬株
式会社 
（注2）

大阪市中
央区

1,010,000
化学工業薬
品の製造

― ―
不動産の
賃借

不動産の賃
借保証金
（注4）

― 保証金 21,072

不動産賃借
料の支払
（注4）

124,807 前払費用 11,867

経費の立替 10,790 未払金 10,790
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  （追加情報） 

   当事業年度から平成18年10月17日公表の「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計 

  基準委員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企 

  業会計基準委員会 企業会計基準第13号）を適用しております。 

 
 上記の金額のうち、取引金額及び保証金の期末残高には消費税等が含まれておらず、その他の期末残高には消費税
等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注１）平成20年12月27日にスキャンポグループの組織再編に伴い、Sucampo Pharmaceuticals,Inc. は Sucampo 

Pharma Americas,Inc. に社名変更をしております。  

 （注２）当社の主要株主である上野隆司氏・久能祐子氏が、議決権の94.8%を間接的に保有しております。 

 （注３）当社の主要株主である上野隆司氏及びその近親者が、議決権の52.1%を直接に、議決権の47.9％を間接に保

有しております。 

 （注４）業務の受託に当たっては、一般の取引価格を参考に業務の内容を勘案の上、報酬額を決定しております。 

 （注５）不動産の賃借については、不動産鑑定評価による価格を参考に決定しております。 

 （注６）ＣＲＯ業務とは、医薬品の研究開発支援サービスのことを意味しております。 

 （注７）製造権の購入価格は、DCF方式により価格算定をしております。 

  

当事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

  役員及び個人主要株主等

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

Sucampo 
Pharma-
Americas,Inc.
（注1） 
（注2）

米国メリ
ーランド
州

1USD
医薬品の研
究開発

― ―
業務の受
託

CRO業務の受
託 
（注4） 
（注6）

325,930 前受金 70,821

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

Sucampo 
Pharma 
Europe Ltd. 
（注2）

英国オッ
クスフォ
ード州

5,000GBP
医薬品の研
究開発

― ―
業務の受
託

CRO業務の受
託 
（注4） 
（注6）

― 前受金 7,232

主要株主
（個人）
が議決権
の過半数
を所有す
る会社の
子会社

株式会社ス
キャンポフ
ァーマ 
（注2）

大阪市 
北区

299,000
医薬品の研
究開発

― ―
業務の委
受託

CRO業務の受
託 
（注4） 
（注6）

28,627 ― ―

製造権の購

入 

（注7）

22,387 ― ―

主要株主
（個人）
及びその
近親者が
議決権の
過半数を
所有する
会社

上野製薬株
式会社 
（注3）

大阪市中
央区

1,010,000
化学工業薬
品の製造

― ―
不動産の
賃借

不動産の賃
借保証金
（注5）

― 保証金 21,072

不動産賃借

料の支払

（注5）

135,852 前払費用 11,867

経費の立替 213,661 未払金 12,756
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(注) 算定上の基礎 

 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 108,063円10銭 １株当たり純資産額 126,173円58銭

１株当たり当期純利益 43,604円21銭 １株当たり当期純利益 19,049円36銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場
であり、期中平均株価が把握できないため記載しており
ません。

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

18,935円30銭

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 2,070,328 936,123

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 2,070,328 936,123

普通株式の期中平均株式数(株) 47,480 49,142

潜在株式１株当たり当期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数（株）

― 296

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

第１回新株予約権（新
株予約権の数88個）、第
２回新株予約権（新株予
約権の数78個）、第３回
新株予約権（新株予約権
の数824個）、第４回新
株予約権（新株予約権の
数134個）

前期まで、希薄化効果
を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含まれな
かった潜在株式として記
載していた、第１回新株
予約権、第２回新株予約
権、第３回新株予約権、
第４回新株予約権は、当
事業年度より希薄化効果
を有することとなりまし
た。これは、当社が平成
20年４月９日に株式会社
大阪証券取引所（ニッポ
ン・ニュー・マーケット
－「ヘラクレス」）に上
場したため、期中平均株
価を把握できるようにな
ったことによります。 
 なお、第１回新株予約
権、第２回新株予約権、
第３回新株予約権、第４
回新株予約権の概要は
「４.財務諸表 (8)財務
諸表に関する注記事項
ストック・オプション等
関係」に記載のとおりで
あります。
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（新株発行） 

 当社は、平成20年４月９日に株式会社大阪証券取引所

ニッポン・ニュー・マーケット―（ヘラクレス）に上場

いたしました。 

１．公募増資 

 上記の上場にあたり、平成20年３月10日及び平成20年

３月21日開催の取締役会の決議により、下記のとおり新

株式を発行し、平成20年４月８日に払込が完了いたしま

した。この結果、平成20年４月９日付で資本金は、

568,655千円、発行済株式数48,820株となりました。 

(１)募集方法 

 ブックビルディング方式による一般募集 

(２)発行する株式の種類及び数 

 普通株式   1,340株 

(３)発行価額 

 １株につき 465,000円  

(４)発行価額総額 

  623,100千円 

(５)資本組入額 

 １株につき 232,500円  

(６)資本組入額の総額 

  311,550千円 

(７)払込期日 

 平成20年４月８日 

(８)資金使途 

 新規医薬品研究開発費に充当する予定であります。 

  

２．第三者割当増資 

 当社は、平成20年３月10日及び平成20年３月21日開催

の取締役会の決議により、下記のとおりオーバーアロッ

トメントによる当社株式の売出し（三菱UFJ証券株式会

社が当社株主から借受ける当社普通株式315株の売出

し）に関連する第三者割当増資を行い、平成20年５月７

日に払込が完了いたしました。この結果、平成20年５月

８日付で資本金は641,892千円、発行済株式総数は

49,135株となりました。 

(１)発行する株式の種類及び数 

  普通株式    315株 

(２)発行価額 

  １株につき 465,000円 

(３)発行価額総額 

  146,475千円  

(４)資本組入額 

  １株につき 232,500円 

(５)資本組入額の総額 

  73,237千円 

(６)払込期日 

 平成20年５月７日 

(７)割当先 

 三菱UFJ証券株式会社 

(８)資金使途 

 新規医薬品研究開発費に充当する予定であります。 

 

（重要な契約の締結） 

 当社は、平成 21 年４月 23 日に  Sucampo  Pharma 

Americas,Inc.へのレスキュラ®点眼液の米国及びカナダ

における緑内障及び高眼圧症の販売承認及び販売権の譲

渡、関連特許のライセンス、並びに同製品の独占的な製

造供給についての契約を締結いたしました。 

（１）契約の相手会社の名称 

 Sucampo Pharma Americas,Inc. 

（２）契約の締結日 

 平成21年４月23日 

（３）契約の内容 

 Sucampo Pharma Americas,Inc.とレスキュラ®点眼液

の米国及びカナダにおける緑内障及び高眼圧症の販売承

認及び販売権の譲渡、関連特許のライセンス、並びに同

製品の独占的な製造供給についての契約であります。 

（４）契約の締結が営業活動等へ及ぼす重要な影響 

 当該契約の締結により、当社は Sucampo  Pharma 

Americas,Inc.より契約一時金3,000千米ドルを契約時に

受領し、その後も一定の開発ステージと販売までのステ

ップアップにあわせてマイルストーンの支払を受けま

す。 
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